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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  平成16年５月26日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成16年11月19日付で１株を1.1株に株式分割してお

ります。なお、資本金増減額及び資本準備金増減額は、資本準備金の資本組入れによるものであります。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成21年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式 14,004,705 同左
東京証券取引所
(市場第二部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 
単元株式数100株 

計 14,004,705 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年11月19日 1,273,155 14,004,705 636,577 1,273,155 △636,577 163,422
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(5) 【所有者別状況】 

平成21年３月31日現在 

 
(注)  自己株式91,650株は、「個人その他」の欄に916単元及び「単元未満株式の状況」の欄に50株含まれておりま

す。なお、自己株式91,650株は株主名簿記載上の株式数であり、平成21年３月31日現在の実保有残高は91,450

株であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 

1 11 23 36 39 9 2,046 2,165 ―

所有株式数 
(単元) 

2 13,782 13,007 79,419 14,196 208 18,894 139,508 53,905

所有株式数 
の割合(％) 

0.0 9.9 9.3 56.9 10.2 0.2 13.5 100.0 ―
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(6) 【大株主の状況】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) １ シュローダー証券投信投資顧問株式会社より平成20年11月５日付で提出された大量保有の状況に関する変

更報告書において、平成20年10月31日現在の所有株式数は760,700株(株式所有割合5.43％)となる旨の報

告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので上

記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書で下記内容の報告を受けております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新立川航空機株式会社 東京都立川市高松町１丁目100番地 5,966 42.61

株式会社ＩＨＩ 東京都江東区豊洲３丁目１番１号 1,403 10.02

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番24号 1,294 9.24

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 
(中央区晴海１丁目８番12号 晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

625 4.47

ジェーピー モルガン チェー
ス バンク ３８５０９３ 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ U.K.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

486 3.47

アールビーシートラストコーケ
イマンオーストラスティーオブ
イーピーエル１ユーティー 
(常任代理人 立花証券株式会
社) 

24 SHEDDEN ROAD PO BOX 1586 GEORGE TOWN
GRAND CAYMAN KY1-1110 CAYMAN ISLANDS 
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番14号) 

343 2.45

野村信託銀行株式会社(信託口) 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 329 2.36

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 302 2.16

神戸道雄 兵庫県宝塚市 156 1.12

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREETLONDON
EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

147 1.05

計 ― 11,056 78.95

提出者及び共同保有者
所有株式数 発行済株式総数に対する

(株) 所有株式数の割合(％)

シュローダー証券投信投資顧問株式会社 108,500 0.77

シュローダー・インベストメント・マネージメント・リミ
テッド 

652,200 4.66

計 760,700 5.43
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２ エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティーイー エルティーディーより平成20年12月12日

付で提出された大量保有の状況に関する変更報告書において、平成20年12月８日現在の所有株式数は

1,842,800株(株式所有割合13.16％)となる旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在に

おける実質所有株式数の確認が出来ませんので上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書で下記内容の報告を受けております。 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株及び立飛開発株式会社所有の相互保有株式69

株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が、200株(議決権２個)あり、当該株

式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含まれております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

提出者
所有株式数 発行済株式総数に対する

(株) 所有株式数の割合(％)

エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティー
イー エルティーディー 

1,842,800 13.16

計 1,842,800 13.16

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 普通株式 91,400

(相互保有株式)
― 同上

普通株式 146,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,713,100 137,131 同上

単元未満株式 普通株式 53,905 ― 同上

発行済株式総数 14,004,705 ― ― 

総株主の議決権 ― 137,131 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
立飛企業株式会社 

東京都立川市泉町841番地 91,400 ― 91,400 0.65

(相互保有株式) 
立飛開発株式会社 

東京都立川市泉町841番地 146,300 ― 146,300 1.04

計 ― 237,700 ― 237,700 1.69
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 2,849 15,597
   

当期間における取得自己株式 419 1,928

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
     

保有自己株式数 91,450 ― 91,869 ―
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当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要課題と位置付けており、今後の開発等の事業展

開を勘案したうえで、業績等綜合的見地に立脚した安定配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主総会

であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針並びに、当面、新規投資等も厳しいと予想される

需要状況にあることと、一般的な配当性向等を総合的に勘案し１株につき年、普通配当55円としておりま

す。 

内部留保資金の使途につきましては、将来の事業展開への備えと老朽化した建物の建て替え等の原資と

して投入していくこととしております。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １. 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

２. ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額

(千円)
１株当たり総額 

(円)

平成21年６月29日 
定時株主総会決議 

765,229 55

４ 【株価の推移】

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円)
6,290 

※5,630 
6,400 5,910 7,500 6,890

最低(円)
3,460 

※3,760 
3,970 3,810 4,850 4,000

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 5,450 5,150 5,020 5,000 4,600 4,700

最低(円) 4,000 4,500 4,250 4,390 4,150 4,150
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役 

社長
― 髙 橋 勝 寿 昭和10年４月３日生

昭和33年３月 当社入社 

(注)２ 4

昭和34年４月 新立川航空機株式会社入社 

昭和51年４月 同社総務部長 

昭和56年６月 同社取締役就任・業務本部長 

昭和58年６月 同社常務取締役就任・業務本部長 

昭和63年６月 当社監査役就任 

平成３年６月 当社取締役就任 

平成４年６月 新立川航空機株式会社専務取締役

就任・業務本部長 

平成５年４月 同社専務取締役総務本部長兼不動

産本部長 

平成９年６月 同社代表取締役社長就任 

平成13年６月 同社代表取締役就任 

平成13年８月 当社代表取締役就任 

平成14年４月 当社代表取締役社長就任(現任) 

専務取締役

総務部門長 

・総務部長

兼経理部長

村 山 正 道 昭和26年３月28日生

昭和48年４月 当社入社 

(注)２ 1

平成10年６月 泉興業株式会社代表取締役就任 

平成12年４月 当社経理部次長 

平成16年４月 当社経理部長 

平成17年４月 当社総務部長兼経理部長 

平成17年６月 当社取締役就任・総務部長兼経理

部長 

平成18年４月 立飛開発株式会社代表取締役就任 

平成19年６月 当社取締役・総務部門長・総務部

長兼経理部長 

平成20年６月 当社常務取締役・総務部門長・総

務部長兼経理部長 

平成21年６月 当社専務取締役・総務部門長・総

務部長兼経理部長(現任) 

常務取締役
不動産 

部門長
花 房   宏 昭和17年５月３日生

昭和41年４月 当社入社 

(注)２ 3

昭和58年６月 当社自動車関連部業務管理課長 

平成４年４月 当社保安部次長 

平成10年６月 当社保安部長 

平成13年６月 当社取締役就任・保安部長 

平成14年４月 当社取締役・不動産部門担当・保

安部長 

平成15年６月 新立川航空機株式会社監査役就任 

平成15年６月 当社常務取締役・不動産部門担

当・保安部長 

平成16年４月 当社常務取締役・不動産部門担当 

平成19年６月 当社常務取締役・不動産部門長

(現任) 

取締役 保安部長 齊 藤 大 海 昭和22年３月19日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 2

平成４年４月 当社営業部開発企画課長 

平成８年５月 当社営業部次長 

平成11年４月 当社営業部長 

平成15年６月 当社取締役就任・不動産部長 

平成16年６月 新立川航空機株式会社監査役就任

(現任) 

平成19年６月 当社取締役・保安部長(現任) 

取締役 不動産部長 荒 井 明 夫 昭和22年５月12日生

昭和45年４月 当社入社 

(注)２ 1

平成９年８月 当社営業部次長 

平成14年４月 当社不動産部部長待遇 

平成19年４月 当社理事・不動産部部長待遇 

平成19年６月 新立川航空機株式会社監査役就任

(現任) 

平成19年６月 当社取締役就任・不動産部長(現

任) 
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(注) １ 監査役加藤正就氏、伊藤恭悟氏及び吉田豊氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 ― 林     勲 昭和20年７月30日生

昭和45年４月 当社入社 

(注)３ 6

昭和58年６月 当社総務部総務課長 

平成元年５月 当社不動産事業本部営業部開発企

画課長 

平成３年２月 当社総合開発本部付課長 

平成４年４月 当社総合開発本部付次長 

平成７年６月 当社常勤監査役就任(現任) 

監査役 ― 加 藤 正 就 昭和20年２月３日生

昭和46年６月 新立川航空機株式会社入社 

(注)４ ―

平成13年４月 同社事業本部技術部長 

平成15年４月 同社事業部営業部長 

平成15年６月 同社取締役就任・副事業部長 

平成17年４月 同社取締役・事業部門担当 

平成17年６月 当社監査役就任(現任) 

平成18年４月 新立川航空機株式会社取締役・事

業部門長 

監査役 ― 伊 藤 恭 悟 昭和25年６月３日生

昭和48年４月 新立川航空機株式会社入社 

(注)３ ―

平成10年４月 同社技術部第二設計グループ長 

平成15年４月 同社技術部長 

平成17年４月 同社企画部長 

平成18年６月 当社監査役就任(現任) 

平成19年６月 新立川航空機株式会社取締役就

任・事業部門長兼技術部長 

平成21年４月 同社取締役・事業部門長(現任) 

監査役 ― 吉 田   豊 昭和28年10月28日生

昭和52年４月 石川島播磨重工業株式会社(現株

式会社ＩＨＩ)入社 

(注)４ ―

平成12年７月 同社財務部海外グループ部長代理 

平成13年７月 同社財務部同グループ部長兼再開

発プロジェクト室部長 

平成15年７月 同社再開発プロジェクト室長 

平成17年６月 新立川航空機株式会社監査役就任 

平成19年４月 石川島播磨重工業株式会社(現株

式会社ＩＨＩ)理事 再開発プロジ

ェクト室長 

平成19年６月 当社監査役就任(現任) 

平成19年７月 株式会社ＩＨＩ理事 都市開発セ

クター長 

平成21年４月 同社執行役員 経営企画部長(現

任) 

計 20
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、取締役・監査役制度を軸にコーポレート・ガバナンスの充実を図り、意思決定の迅速化、経

営環境の変化に対応できる組織体制、公正で透明性の高い経営の実現を構築し、企業の社会的責任(Ｃ

ＳＲ)を果たし、当社の全ての関係者(ステークホルダー)から信頼を得ることが不可欠であると考えて

おります。 

また、業務の有効性・効率性や財務報告の信頼性を確保し、法令遵守と企業倫理に基づく行動をより

徹底するため、当社及び連結子会社に共通の「行動規範」を定め、グループの役員・従業員一体とな

り、今後も内部統制システムの整備と業務改善に向けて、一層の強化と充実に努めてまいります。 

  

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

イ. 会社の機関の基本説明 

当社は取締役５名で構成される取締役会と監査役４名(うち社外監査役３名)で構成される監査役会

による監査役制度採用会社であります。 

  

ロ. 会社の機関・内部統制の関係 

当社の業務執行・監視・内部統制は、下図のとおりであります。 
  

 

  

ハ. 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会は、会社法等で定められた事項及び経営に関する重要な事項について審議・決定を行うほ

か、経営及び業務執行事項に関する方針、計画及び実施状況を審議するため、常勤役員会を原則とし

て毎週１回開催しております。 

監査役は、取締役会や毎週開催される常勤役員会など重要な会議に積極的に出席する他、重要書類

並びに会計帳簿の閲覧及び取締役等からの業務執行状況聴取を通じ、取締役会の意思決定の過程及び

業務執行に対しての適法性を監視しております。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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また、内部統制システムとして、法令遵守と企業倫理に基づく行動をより徹底するため「経営協議

会」を設置しております。同会は、取締役、監査役及び幹部職員で構成され、情報の共有化と経営の

迅速かつ適切な意思決定を行うため、毎月開催しております。当期は、常勤役員会を40回、経営協議

会を12回開催しております。 

なお、当社は弁護士１名と顧問契約を結び、緊密な連携を通じ法令遵守経営の強化に努めておりま

す。会計監査人である太陽ＡＳＧ有限責任監査法人からは、監査人の独立性を損なわない範囲で経営

上の諸問題に関し助言を受けております。 

  

ニ. 内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、「内部監査」の様な経営組織内の監査担当者によって行われる自主的監査制度(自己監査)

は、現時点で組織されておりませんが、監査役会(４名)が業務監査と会計監査を実施し、法令遵守、

内部統制の有効性、財務内容の適正開示等検証しております。 

監査役会は、必要に応じ会計監査人と情報や意見交換を行い、また重要な事項については、充分な

る説明を受け連係を図り、監査の実効性と効率性を高めております。 

  

ホ. 会計監査の状況 

・ 業務を執行した公認会計士の氏名 

 
(注) 継続監査年数が７年を超えておりませんので、継続監査年数の記載を省略しております。 

・ 監査業務に係る補助者の構成 

 
(注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。 

  

ヘ. 社外監査役との関係 

社外監査役につきましては、下表のとおりであります。 

新立川航空機株式会社は、当社の株式43.5％(平成21年３月31日現在の議決権所有割合)を所有して

おり、同社は、当社と同じ不動産賃貸業を営んでおります。また、同社との間には軽微な取引があり

ます。株式会社ＩＨＩは、当社の株式10.2％(平成21年３月31日現在の議決権所有割合)を所有してお

り、当社との間には取引関係はありません。 

なお、社外監査役個人が直接利害関係を有する取引はありません。 

社外監査役 

 
  

氏名 継続監査年数 監査法人名

遠 藤  了 ― 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

大 矢 昇 太 ― 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

区分 人数（名）

公認会計士 ３

その他 ５

氏名 人的関係

加 藤 正 就 新立川航空機株式会社 顧問

伊 藤 恭 悟 新立川航空機株式会社 取締役・事業部門長兼技術部長 

吉 田  豊 
株式会社ＩＨＩ 理事 都市開発セクター長
ISHIKAWAJIMA-HARIMA SUL-AMERICA LTDA Board Director 
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② リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、全社的リスク状況の監視ならびに対応は総務部が行い、各部門所管業務に

係わるリスク管理は部門毎に「リスク管理規程」を作成し担当部門が行うこととしております。 

なお、新たに生じたリスクについては、すみやかに対応責任者となる取締役を定めることとしており

ます。 

  

③ 役員報酬の内容 

取締役及び監査役の年間報酬等総額 

取締役 ５名   111百万円 

監査役 １名    18百万円 

(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成18年6月29日開催の第110回定時株主総会において月額15百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

３．監査役の報酬限度額は、平成18年6月29日開催の第110回定時株主総会において月額4百万円以内と決議

いただいております。 

  

④ 取締役数の定数及び選任の決議要件 

当社の取締役は10名以内とする旨、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めておりま

す。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。 

  

⑤ 自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  

⑥ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、取締役及び監査役が期待される職務を適切に行えるようにするため、会社法第426条第１項

の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役で

あった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる旨を定款で定めております。 

  

⑦ 責任限定契約の内容 

当社は、会社法第427条第1項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、100万円と法令の定める最

低責任限度額のいずれか高い額としております。 

  

⑧ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

  

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 30 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 30 ―
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平成20年６月16日

立飛企業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている立飛企業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、立飛企業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

独立監査人の監査報告書

太陽ＡＳＧ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  矢  昇  太  ㊞ 

※１ 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

に添付される形で当社が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月29日

立飛企業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている立飛企業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、立飛企業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  矢  昇  太  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、立飛企業株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、立飛企業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

※１ 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

に添付される形で当社が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月16日

立飛企業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている立飛企業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第112期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、立飛企業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

独立監査人の監査報告書

太陽ＡＳＧ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  矢  昇  太  ㊞ 

※１ 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は財務諸表に添

付される形で当社が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月29日

立飛企業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている立飛企業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第113期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、立飛企業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

独立監査人の監査報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  大  矢  昇  太  ㊞ 

※１ 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は財務諸表に添

付される形で当社が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 立飛企業株式会社 

【英訳名】 TACHIHI ENTERPRISE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 橋 勝 寿 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都立川市泉町841番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



代表取締役社長髙橋勝寿は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業

会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の

評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行ったうえで、その結果を踏まえ、評価対象とする業務プロセスを選定いたしました。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析したうえで、財務報告の信頼性に重要な影響

を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、

内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び持分法適用会社１社を

対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理

的に決定いたしました。 

 なお、連結子会社２社及び持分法適用関連会社１社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少

であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の売上高（連結会社間取引消去後）の

金額が高い拠点から合算していき、連結売上高の概ね２／３に達している事業拠点を「重要な事業拠点」

といたしました。選定した重要な事業拠点においては、事業目的に大きく関わる勘定科目として、「売上

高」、「売掛金」、「前受金」、「預り保証金」、「売上原価」及び「有形固定資産」、また、量的・質

的重要性から「有価証券」及び「投資有価証券」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。 

 さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を

伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを評価対象として追加いたしました。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】



該当事項はありません。 

  

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 立飛企業株式会社 

【英訳名】 TACHIHI ENTERPRISE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 橋 勝 寿 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都立川市泉町841番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長髙橋勝寿は、当社の第113期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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